
軽減税率制度の課題 

 

１．対象品目設定の悪循環 

  

 

 

 

 

 

  

 

２．事業者の事務負担の増加 

 （対象が極小でない限り）インボイスを含む新たな区分経理の仕組みを導入することが不可欠 

 消費者と直接接することのない川上や流通等の中間段階の事業者まで広範な事業者の事務負担が増

加 

 

３．政策目的になじまない効果 

 高所得者にまで恩恵が及び、所要財源が大きくなる一因となる 

対象品目を 

幅広く設定 

所要財源 

大 

対象品目の限定 

税率軽減幅の抑制 
（財政制約） 

分かりづらい対象品目の設定 

税負担軽減の実感 減 

消費者の納得 減 

事業者の事務負担 大 

見直しの声大

（陳情合戦） 


